




























1．図書館行政の構造   
この章では、図書館行政関係法規の概要を紹介し、問題点を明らかにす  
る。   
図書館行政の基本的事項は、社会教育法、地方教育行政の組織及び運営  
－71－   
に関する法律（以下地数行法という）、地方自治法等で規定されており、図  













するための作用」であると定義している。川   
そして、この行政作用には3つの態様があることを指摘し、その内容を  







な位置を占めるものではなく、また、規制の範囲も限られている。   
②助成作用  






































－73－   
ある。  
1．2 地方教育行政の組織   
次に、県を中心に、地方教育行政の組織と事務を明らかにする。  
1．2．1教育行政機関と教育棟閑   
地方教育行政を担当する行政組織には、教育行政機関と教育機関がある。  
教育行政機関と教育棟関を合わせて、広義の行政機関（5）ないし行政機構（6）  





















1．2．2 教育委員会と図書館   
教育機関の管理主体は設置主体である地方公共団体であるが、その管理  
権は所管の行政機関である教育委員会にある。この意味で、教育委員会を  
－74－   
都道府県教育委員会における図苔館行政の現状と開襟点   



















村教育委員会の所管に属する「図書館の設置及び管理に閲し 、必要な指導  
及び調査を行うこと」、荏）「その他法令によりそ’の職務権限に属する事項」  
があげられている。   
したがって、④県立図書館の設置・管理と（診市町村立図書館の設置・管  







－75－   
1．3 都道府県教育委員会の権限   
次に、県教育委員会における図書館行政の中でも最も重要な、県内の図  
書館振興と相互協力に関する県教育委員会の権限を明らかにする。  
1．3．1市町村における図書館振興のための指導・助言・援助   
市町村立図書館を設置することは当該市町村教育委員会の任務であり、  
それについて指導・助言することは県教育委員会の任務である。この点は  
法律で次のように規定されている。   
社会教育法第6条では、市町村教育委員会の所管に属する「図書館の設  
置及び管理に閲し、必要な指導及び調査を行うこと」が県教育委貞会の事  
務となっている。   
同条第6号の「その他の法令」にあたる地数行法では、第48条第1項で  
次のように規定されている。   
県教育委員会は市町村教育委員会に対し、市町村の教育に関する事務の  




助言を与えること。   
指導、助言、援助は先にあげた「助成作用」であるから、教育行政棟関  
のみが行うことができる。この場合は、教育委員会事務局社会教育課が行   




見うけられた。   
昭和62年（1987）9月に発表された「公立図書館の任務と目標」は、こ  












1．3．2 都道府県教育委員会による基準の設定   




けることができる。   
したがって、県教育委員会では、図書館サービスの水準の向上をはかる  
ために県の図書館基準を設けることが可能である。  
1．3．3 都道府県内園露館協力のための市町村教育委員会への協力依頼   




めることができる。   
この立法趣旨は「一都道府県単位においてまず図書館網の充実を図ろう  
とする」（瑚ものである。   
これは、県立図書館の立場から見れば、県内の図書館協力を行政施策と  
して推進するには、県立図吾館が、県教育委員会と市町村教育委員会を通  
じて、市町村立図書館に協力を依頼する必要があるということである。   
上記の「図書館振興のための指導・助言・援助」「県内図書館協力のため  
の協力依頼」に関して、西崎恵（文部省）は、ほぼ次のように説明してい  
－77－   












1．4 都道府県教育委員会と都道府県立図書館   
次に、県教育委員会と県立図書館の関係を、行政組織と職員の2つの側  
面から、より詳しく検討する。  
1．4．1行政組織   
福原匡彦（文部省）等は、昭和39年（1964）に、県教育委員会と県立図  











































提起が行われている。   
波多野宏之（東京都立中央図書館）は、昭和57年（1982）に、この間層  
について提言している。く17〉  
－79…   






また、図書館職員側の事情について、次のように指摘している。   
現在、図書館専門職貞は個々の図書館サービスにその能力を発揮し、  
また、そのための教育を受けているが、図書館行政についての訓練は極  
めて不十分である。   
そして、米国では、各州に図書館振興機関（行政機関）が設置されてお  
り、図書館振興に必要な専門教育を受けた図書館専門職員が配置されてい  




であろう。   
さらに、最近では、「図書館行政の担当者は図書館の専門家である司書に  
よって担われなければならない」（18）という、より明確な主張も現われ始め  




思われる。   
たとえば、波多野が指摘している図書館専門職員の図書館行政に関する  
－80－   
都道府県教育委員会における図書館行政の現状と問題点   











2．1．1先行研究   
県教育委員会における阻書館行政については、過去2回調査が行われて  
いるので、その概要を紹介する。   
①東京都立日比谷図書館   
「道府県立（指定都市を含む）図書館調査 昭和39年6月30日現在」岬  
都立新図沓館のための調査の一部で、全国の道府県立図書館を対象  
に、1．主要図書館の組織運営状況、2．行政組織上の位置付け、3．   
市町村立図書館≒の関係、4・事業の概要を調査している。「3・市町   
村立図書館との関係」は「（1）市町村立図音館に対する指導、助言又は   
援助について、（2）市町村立図書館を援助するために行っている東館の   
事業について」からなり、（1）では、指導、助言又は援助に際しての社   
会教育課と図書館の関係について調査している。   
②群馬県立図書館   
「市町村立図書館の設置促進指導行政の実態」（20）  
昭和55年度関東地区公共図書館協議会都県立運営研究会のための調   
査の一部。昭和55年（1980）7月1日現在で、関東地区公共図書館協  




（5）都県・市町村の「振興計画」と図書館整備について調査している。   
教育委員会に関しては次の調査がある。   
③笹森健（青山学院大学）   
「市町村教育委員会全国調査1985年5月実施（第2回）」（21）  
教育委員会の組織、機能、教育委員会制度等について調査している。  
2．1．2 調査の概要   
次に、今回実施した調査の概要を明らかにす．る。   




との関係など、幅広い項目にわたって調査を行うことにした。   





った。締切は2月27日としたが、その後回収したものも集計に含めた。   
③調査票   
調査票の作成等に関しては、上記の3つの調査および本稿第1章の内容  
を参考にした。調査に先立ち、複数の県の教育委員会の行政職職員、複数  


















H．県内市町村立図書館の振興について（42～46）   
Ⅰ．図書館担当者の勤務歴と専門知識について（47～54）   
J．図書館行政全般について（55～56）   
④集計結果   
有効回収数は40で、回収率は87．0％であった。集計は、手集計によって  
単純集計を行った。   
以下、その主な内容（大項目A、B、F、G、H、Ⅰ、J、小項目29項  
目）を「行政組織」、「行政内容」、「社会教育行政から見た図書館行政」の  
3項目に再構成して紹介すtる。   
各項目に、有効回答と無回答の実数を付記した。回答は実数で示し、有  
効回答に対する比率（％）を付記した。  
2．2 行政組織   




道である。   
なお、既に昭和63年度（1988）から「生涯学習課」に改組されている県  
もあり、今後、機構改革が進むことが予想される。   
②主管課の職員定数（有効回答 40）  
－83－   
東京都の75名は別格として、滋賀県、兵庫県を除いた37県の社会教育課  
の職員定数は最小11名、最大31名である。   
束京都を含む38県の全国平均は約21名であり、分布は下記の通りである。  
（下記では、特に、38に対する比率を付記した）  
11名～15名  8（21．0）  
16名～20名   17（44．7）  
21名～25名  5（13．2）  
26名～30名  5（13．2）  
31名  2（5．3）  
75名  1（2．6）  
③図書館行政に関係する係の数と事務分輩   
















－84－   
都道府県教育委員会における図書館行政の現状と間庖点  
「成人教育係」「社会教育班」等で、社会教育活動の指導全般を担当して   
おり、社会教育主事が配置されていることが多い。施設整備は市町村立   
図書館、運営指導は県立図書館に重点が置かれていると思われる。   
＊施設整備と運営指導を1係が担当しているタイプ   
「企画係」「総務係」「庶務係」などの名称で、上記の「指導」を「指   
導係」等から切り離し合わせて担当している。  






・市町村立社会教育施設の運営に関すること。   
②事務分掌   






・「県立図書館に関すること」   
なお、今回の調査では、地方教育事務所を対象としなかったが、県によ  
っては地方教育事務所が図書館行政に関わっている場合もあるため、今後  
は調査対象に含めることを検討すべきであろう。   
③担当者の決定（有効回答 40）  
決まっている……38（95．0）  
決まっていない…1（2．5）  
業務による……… 1（2．5）  
ー85－   
決まっていない県では業務がほとんどなく、その都度各係の誰かが担当  
しているということである。   
④専任者の有無（有効回答 40）  
専任である……… 1（2．5）  
専任でない……… 39（97．5）   
東京都以外では、図書館行政の専任者は置かれていない。これは業務量  
が少なく1人分以下であること、しかも、それが複数の備に分かれている  
ことから必然的に生じたものである。   
担当者は決まっているが、専任ではないというのが、一般的な姿である。   
⑤担当者の資格（有効回答 40）   
④司音（補）  
司膏（補）有資格者を含む  ……… 1（2．5）  
司書（補）有資格者を含まない  ……… 39（97．5）  
⑥社会教育主事（補）  
社会教育主事（補）有資格者を含む  ……… 25（62．5）  




が含まれていることは注目する必要があろう。   
⑥図書館行政の業務量（有効回答 22）   




～86－   









％、最高5．9％、平均2．4％である。   
ただし、先に述べたように、これには県立図書館で負担している分は含  
まれていない。   
⑥必要な人員   
なお、さらに必要な人員を回答した 
員は、最小0．4人、最大2．4人、平均1．4人である。社会教育課の職員数に占  
める比率は、最低3％、最高12．6％、平均7．1％である。   
これらの数値が一つの目安となろう。当面必要な人員は、小規模な県で  
1．0人、大規模な県で2．0人程度と思われる。  
⑦配置職員数の評価（有効回答 36、無回答 4）  
……… 19（52．8）  
……… 10（27．8）  
……… 5（13．9）  
……… 1（2．8）  






⑧組織と事務配分の評価（有効回雀：35、無回答 5）  
……… 19（54．3）  
……… 12（34．3）  
……… 2（5．7）  






……… 1（2．9）   その他  
⑦と⑧はほとんど同じ傾向を示している。⑧については理由をたずねた  
が、回答は少なかった。兼任であるため、図書館行政に十分な人手を割け  




2．3 行政内容  
2．3．1実施業務   



























14．県立図書館の団体貸出・貸出文庫の実施に関する市町村教育委員会へ   
の連絡・協力依頼、指導・助言・援助  3（7．5）  
15．県立図書館の自動車図書館の運行に関する市町村教育委員会への連   
絡・協力依頼、指導・助言・援助  2（5．0）  
16．市町村立図書館運営方法の調査研究  2（5．0）  
























2．3．2 地数行法第48条の都道辟県教育委員余の市町村教育委員会に対する指  
導・助言・援助条項に基づく、市町村立国書館の設置・運営に関する指  
導・肋嘗・援助について（条文は1．3．1参照）  
（D図書館主管課（有効回答 40）  
実施している  ……… 18（45．0）  
県立図書館と協力して実施している  ……… 10（25．0）  
実施していない  ……‥・ 12（30．0）  
ー89－   
②県立図書館（有効回答 40）（最後の2項目は複数回答可とした）  
権限委任あるいは類似の方法で実施している  
………  0  
県境別によって実施している  ……… 0  
慣例的に県立図書館が代行している  ……… 7（17．5）  
法律上の指導・助言・援助は実施していな  
いが、非公式な助言・援助を実施している……… 28（70．0）  
法律上の指導・助言・援助は実施していな  
いが、県図書館協会等を通じて実質的な助  
言・援助を実施している。  ……… 25（62．5）  
③県教育委員会が実施していない場合の県立図書館から県教育委員会へ   
の報告（有効回答12）  
……… 5（41．7）  
……… 7（58．3）  
行われている  
行われていない  
④この点に関する図書館主管課と県立図書館との事務配分（有効回答   





……… 3（7．9）  
……… 17（44．7）  
……… 15（39．5）  
・……‥ 3（7．9）   
これは、市町村立図書館設置促進のために、図書館主管課が横桓的な指  




－90－   
都道府将教育委員会における図書館行政の現状と問題点   
いる。正式な権限委任（県規則等によるものを含む）の形式をとっている  
県はない。   
県教育委員会が実施していない12県のうち、県立図書館から主管課に報  
告が行われているのは5県に過ぎず、残りの7県では行われていない。   
この点に関する事務配分は、約4割の県で慣例もない状態にあり、不明  





2．3．3 図書館法第8条の都道府県教育委貝余の市吋村教育委員余に対する協力  
依頼条項に基づく市町村立国害館に対する協力依頼について（条文は  
1．j．3参照）   
①図書館主管課（有効回答 40）  
実施している  
県立図審館と協力して実施している  
実施していない  ……… 28（70．0）  
その他  
……… 1（2．5）  
……… 10（25．0）  
……… 1（2．5）  
③県立図書館（有効回答 40）（最後の2項目は複数回答可とした）  








………  0  
……… 12（30．0）  
……… 21（52．5）  
……… 22（55．0）   
ー91－  
③県教育委員会が実施していない場合の県立図書館から県教育委員会へ   
の報告（有効回答 28）  
……… 9（32．1）  
……… 18（64．3）  










……… 3（7．5）  
……… 19（47．5）  
……… 16（40．0）  







取っている県はない。   
県教育委員会が実施していない28県のうち、県立図書館から主管課に報  
告が行われているのは9県に過ぎず、18県では行われていない。   
この点に関する事務配分は4割の県で慣例すらない状態にあり、不明確  




わかる。   
これは、2．3、1実施業務の項における「県内図書館ネットワーク」関係業  
－92－   




2．3、4 都道府県立図書館との関係   
①市町村立図書館の振興に関する県立図書館からの働きかけ（有効回答  





…†…‥ 6（15．4）  
……… 11（28．2）  
……‥・ 17（43．6）  
……… 5（12．8）  
②働－きかけの始まった時期（有効回答 34）  
従来から行われている  
近年（最近数年間）行われるようになった  
……… 29（85、3）  
……… 5（14．7）  
③県内市町村立図書館の振興に関する県図書館協会ないし県公共立図書   





……… 2（5．1）  
……… 14（35．9）  
……… 13（33．3）  
……… 10（25．6）  
④働きかけの始まった時期（有効回答 29）  
従来から行われている  
近年（最近数年間）行われるようになった  
……… 22（75．9）  












2．4 社会教育行政から見た図書館行政  
2．4．1図書館行政に関する専門知識  




……… 6（15．0）  
……… 29（72．5）  
……… 5（12．5）  
（参図書館行政の実施に際しての図書館に関する専門知識の必要性（有効   
回答 39、無記入 1）  
……… 35（89．7）  
……… 2（5．1）  




③図書館に関する専門知識の必要性を感じた場合の解決方法（有効回答   
37、無記入 3）  
図書館への問い合わせを含むもの  ……… 29（78．4）  
図書館への問い合わせを含まないもの ……… 8（21．6）  






④県立図書館に勤務する司書が教育委員会事務局に異動して行政を勉強   
し図書館行政の一環を担当すべきだという意見に対する考え方（回答   
は自由記入方式）（有効回答 37、無記入 3）  
賛成するもの  ……… 16（43．2）  
条件付きないし原則的などの形で賛成するもの……… 8（21．6）  
否定はしないとするもの  ……… 4（10．8）  
反対するもの  ……‥・ 7（19．0）  
その他  ……… 2（5．4）   
「条件付きないし原則的などの形」も含めると、賛成意見は24県で6割  
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ことに注目する必要があろう。  
2．4．2 図書館行政の特色と障害   
①社会教育行政全体と比較した図書館行政の特色（例として8項目をあ  
げ、それを含めて3項目の記入を求めた。8項目には＊印を付してい  
る。）（有効回答 39、計100項目、無回答 1）  
＊1．利用者が個人主体で組織されていないこと  
……‥・ 25  
＊2．社会教育主事が図書館の専門家でないこと  
……‥・ 9   
3．専門職のため、人事異動の範囲が少なく、人事が停滞している  
こと  
………  7  
＊ 4．職員の専門性の内容が明らかでないこと  
………  7  
＊ 5．専門職制度が確立されていないこと  
………  7  
＊ 6．専門職の配置先が教育機関に限定されていること  
………  5  
＊ 7．社会教育における図書館の位置付けが不明確であること  
・…・‥‥  5  
＊ 8．図書館サービスが無料で収入がないこと  
…‥‥‥  4   
9．職員の専門性が明確で強く要求されること  
………  2  
10．県と市町村の役割分担が明確でないこと  
‥・‥‥‥  2  
11．県立図書館と市町村立図書館の役割分担が明確なこと  
………  2  
＊12．県立公民館がないのに県立図書館が設置されていること  
…‥…・ 2  
－96－   
都道府県教育委員会における図脊館行政の現状と問題点   
13．地域格差が顕在化し、町村単位での経営が困難なこと  
………  2  
14．生涯教育の拠点の一つであること  
…‥‥‥  2  
15．公民館等と比べて整備・充実が遅れていること  
＝Lこ∵∵H二∴H  挺  
16．その他  ……… 17   
これらの15の問題点は、ほぼ、次の3項目にまとめることができる。（該  
当する項目の番号を付記する）   
④利用形態の相違（1）  
社会教育行政が主に組綴された集団を対象としているのに対し、図   
啓館は組織されない個人を対象としている。図奄館利用は個人単位で   














る。   
⑥制度の相違（2、6、7、8、10、12、13、14、15）  
教育委員会事務局に配置された社会教育主事が図書館の専門家でな   
いことをはじめとする社会教育と図書館の制度上の相違がある。これ  
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から様々な問題が生じている。   
上記の項目のうちどれかをあげている県は15県である。   
これについては次のような意見がある。   
・社会教育主事が図書館行政に関して専門性が異なるため、異質  
の感がする。   
・社会教育行政は主として研修を援助するのに対し、図書館行政  





㊤専門職の問題点（3、4、5）   
専門職制度が確立していないという指摘、司書に対する、専門性の  
内容が明らかでない、人事異動の範囲が少ないために人事が停滞して  
いるという批判からなる。   
3、4、5のどれかをあげている県は16県、3、4のどちらかをあ  
げている県は13県ある。4に反対する内容の9をあげている県もある。  
②図書館行政推進上の障害（例として、図書館ないし行政に対する理解、   
関心の不足を7項目あげ、それを含めて2項目の記入を求めた。7項   
目には＊印を付している。）（有効回答 38、計64項目、無回答 2）  
＊1．地域住民の図書館に対する関心、理解の不足  
……… 15  
＊2．首長部局行政担当者の図書館に対する関心、理解の不足  
・……‥ 10  
＊3．図書館側の行政機関に対する関心、理解、働きかけの不足  
……… 10  
＊4．教育委員会事務局の図書館に対する関心、理解の不足  
‥‥・‥‥  9  
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＊5．首長の図書館に対する関心、理解の不足  
………  6  
＊6．図書館利用者の行政に対する関心、理解、働きかけの不足  
‥‥・‥‥  6   
7．財源の不足  ・……‥ 4  
8．市町村の理解不足  ……… 3  
＊9．教育委員の図書館に対する関心、理解の不足  
……… 1   
これらを、その主体によって、行政機関、住民、図書館の3項目に分け  
ると、次の通りになる。  
行政機関  29   
首長部局   
教育委員会事務局   
首長   





地域住民  15  
この特徴として、次の5点をあげることができる。  
㊤地域住民、図書館（利用者を含む）を合わせると、31（48・4％）で行   
政機関29（45．3％）を若干上まわる。このことは、図書館行政の障害   
が行政機関の内外にあることを認めつつも、その重心が外部にあると   
受けとめていることを意味している。  
⑥4割の県で、住民の図書館に対する無関心があげられている。少なく  
－99－   
とも、行政機関がそう受けとめていることに図書館行政の困難性が感   
じられる。  
（∋4分の1の県で、図杏館の行政機関に対する関心、理解、働きかけの   
不足があげられている。これは、図書館側の主体的努力の不足を示す   
ものである。  
④大項目で最も多いのは45．3％を占める行政機関で、図書館行政の最大   
の障害は行政の無理解にあることがわかる。  
㊥行政機関の内訳は、首長部局と教育委員会事務局でほぼ同数であり、   
この両者の理解に差がないことがわかる。また、ともに、首長を上回   
っていることから、首長よりも理解がないことがわかる。   
本章では、図書館行政に関するアンケート調査の結果を紹介して、図書  
館行政の現状を明らかにした。全体の特徴として、次の4点を指摘してお  
きたい。   
㊤全体として、図書館行政が不十分であり、しかも、その賓任の所在が  
不明確であること。   
⑥図書館は、制度上社会教育行政の一環として位置づけられているにも  
かかわらず、その内容は、いくつかの点で、社会教育一般と根本的に  
異なっていること。   
∈）制度上の問題（組織・職員）と内容上の相違から、図書館は行政機関  
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都道府県教育委員会における図沓館行政の現状と閉館点  
第2章の調査結果は、多くの点で、第1章で明らかにした問題点を裏  









を十分検討することが望まれる。   
また、調査の中では、図書館側の主体的な働きかけの弱さも明らかに  
なった。一何よりも図書館側の主体性の確立が必要である。  











あること。   
今後は、いくつかの県を選び、その協力を得て事例研究を行い、行政  
の具体的な実施過程を明らかにする必要があると思われる。  








の発展につながるという保障がないことによるものと思われる。   
本稿では、こうした考え方には触れなかったが、図書館行政を論ずる  
場合には、こうした観点を忘れてはならないであろう。  
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